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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地中に埋設されてコイルに高周波の電流を供給する高周波電流供給電線であって、
　金属製のコルゲートチューブと、
　前記コルゲートチューブの内方に隙間を隔てて配置される複合電線と、
を備え、
　前記複合電線は、前記コイルの端子の一方に接続される複数本の一の電線、該コイルの
端子の他方に接続される複数本の他の電線、テープ状に形成された樹脂製であり前記複数
本の一の電線および前記複数本の他の電線と共に撚り合わされる複数のテープ糸、並びに
、該複数本の一の電線と該複数本の他の電線と前記複数のテープ糸をまとめて被覆するシ
ース材を有し、
　前記一の電線および前記他の電線の各々はリッツ線を含んで成り、
　前記隙間は、前記コルゲートチューブが屈曲されるときに、該コルゲートチューブが屈
曲される部分にかかる押圧力を分散させて前記複合電線に伝わりにくくさせることによっ
て該複合電線が変形される程度を緩和させるために、該コルゲートチューブの内周面と該
複合電線の外周面に囲まれて該コルゲートチューブの管の長さ方向に沿って連続して形成
された空間であることを特徴とする高周波電流供給電線。
【請求項２】
　前記コルゲートチューブは前記長さ方向に沿って螺旋状に波付け加工されており、
　前記隙間にあって、前記複合電線の外周に沿って螺旋状に巻き付けられて前記長さ方向
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に伸びるスペーサを該隙間に備え、
　前記スペーサにより前記複合電線の周りに前記隙間を均等に形成させることによって前
記コルゲートチューブをあらゆる方向に対して屈曲させやすくするために、前記長さ方向
において該コルゲートチューブでの前記波付けの間隔よりも該スペーサが該複合電線に巻
き付けられた巻き付けの間隔の方が広い請求項１に記載の高周波電流供給電線。
【請求項３】
　前記一の電線の本数と前記他の電線の本数が同数であり、
　前記一の電線の各々がその縦横で前記他の電線に隣接するように整列して束ねられる請
求項１又は請求項２に記載の高周波電流供給電線。
【請求項４】
　前記コルゲートチューブは、外層材によって被覆された一対のコルゲートチューブであ
る請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の高周波電流供給電線。
【請求項５】
　前記一の電線および前記他の電線の各々は、環状に並べられた複数の前記リッツ線を含
んで成る請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の高周波電流供給電線。
【請求項６】
　前記一の電線および前記他の電線の各々が、環状に並べられた複数の前記リッツ線、及
び前記環状に並べられた複数のリッツ線の中心に設けられた非磁性の空間保持体、を含ん
で成ることにより、
　前記一の電線に含まれる前記空間保持体と前記他の電線に含まれる当該空間保持体との
間には、当該一の電線に含まれる前記リッツ線と当該他の電線に含まれる当該リッツ線が
介在している請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の高周波電流供給電線。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高周波電流を供給する電線に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　シールド電線として特許文献１に記載のものが提案されている。この電線は、導電性の
コルゲートチューブで芯線の外周面を包囲することにより、芯線からの電磁波を遮断する
効果を有している。また、この電線は、外部から受ける芯線の損傷を防止できるため、電
力供給用電線として用いることができる。
【０００３】
　しかしながら、周波数範囲が30kHz～100kHzの高周波電流の供給電線としてこの電線を
用いた場合、表皮効果によって芯線内を流れる電流密度が低下するため、効率的に電力を
供給することができなかった。また、コルゲートチューブ内は樹脂層で満たされているた
め、電線の屈曲による押圧力が内部の芯線を変形させて、芯線の屈曲部分の抵抗値を上昇
させる。この抵抗値の上昇は、発火の原因ともなり得る。このため、電線を極力屈曲せず
に敷設しなければならなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－３０５４１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記課題に着目して為された発明であり、表皮効果の影響による電流の供給
損失を低減し、かつ敷設の自由度が高い高周波電流供給電線を提供することを解決課題と
する。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
（１）上記課題を解決するための手段として、本発明の高周波電流供給電線は、金属製の
コルゲートチューブと、前記コルゲートチューブの内方に配置され、絶縁膜により個別に
被覆された複数の導体が束ねられて成る複数の電線と、該複数の電線を被覆するシース材
を含む複合電線と、前記コルゲートチューブと前記複合電線との間に形成された隙間と
を備えたことを特徴とする。
【０００７】
（２）前記（１）の電線は、複数の導体線が束ねられて形成された導体線束を複数有する
ことを特徴とする。
【０００８】
（３）前記（２）の高周波電流供給電線において、複数の前記導体線束が環状に並べられ
たことを特徴とする。
【０００９】
（４）前記（３）の高周波電流供給電線において、前記複数の導体線束の中心に非磁性の
空間保持体を備えたことを特徴とする。
【００１０】
（５）本発明の高周波電流供給電線は、金属製のコルゲートチューブと、前記コルゲート
チューブの内方に配置され、絶縁膜により被覆された帯状の導体を折り重ねて成る電線が
複数本束ねられ、複数本の該電線がシース材で被覆されて成る複合電線と、前記コルゲー
トチューブと前記複合電線との間に形成された隙間と、を備えたものである。
【００１１】
（６）本発明の高周波電流供給電線は、金属製のコルゲートチューブと、前記コルゲート
チューブの内方に配置され、束ねられた複数の導体の外周を絶縁膜により被覆して成る電
線が複数本束ねられ、複数本の該電線がシース材で被覆されて成る複合電線と、前記コル
ゲートチューブと前記複合電線との間に形成された隙間と、を備えたものである。
【００１２】
（７）本発明の高周波電流供給電線は、前記隙間にあって、前記複合電線の外周に沿って
前記コルゲートチューブの管の長さ方向に伸びるスペーサを前記隙間に備えたことを特徴
とする。
【００１３】
（８）本発明の高周波電流供給電線は、上記のいずれかの複数の高周波電流供給電線が外
層材により一体化されたことを特徴とする。
【００１４】
（９）コイルに接続される上記のいずれかの高周波電流供給電線であって、
　前記コイルの一の端子に接続される一の電線と、該コイルの他の端子に接続される他の
電線が同数であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　上記（１）の高周波電流供給電線によれば、各電線が、絶縁膜によって個別に被覆され
た複数の導体から構成されているため、導体の表面積を広く確保でき、表皮効果の影響が
軽減される。
【００１６】
　上記（２）～（４）の高周波電流供給電線によれば、電線は、複数の導体線が束ねられ
て形成された複数の導体線束から成るため、高周波帯域における交流抵抗の増加を抑制で
きる。このため、本発明の高周波電流供給電線を使用する装置における損失を低減するこ
とができる。
【００１７】
　上記（５）の高周波電流供給電線によれば、電線が、一の導体から構成されているため
、電線内で近接効果が生じない。また、この折り重なった導体の間には絶縁膜が介在する
ので、導体の表面積を広く維持でき、表皮効果の影響が軽減される。よって、導体内の電
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流密度の低下を抑制できるので、高い電流密度で電流を流すことができる。
【００１８】
　上記（６）の高周波電流供給電線によれば、複数の導体を束ねることにより、電気的に
一体の導体を構成するため、電線内で近接効果が生じない。よって、導体内の電流密度の
低下を抑制できるので、高い電流密度で電流を流すことができる。
【００１９】
　上記（１）～（６）の高周波電流供給電線は、複合電線とコルゲートチューブとの間に
隙間が形成されている。この隙間は、高周波電流供給電線を屈曲する場合に、複合電線が
受ける押圧力を逃がして複合電線の変形を緩和する。このため、複合電線の変形による導
体の部分的な抵抗値の上昇を抑制し、発熱を防止することができる。
【００２０】
　上記（７）の高周波電流供給電線は、隙間にスペーサが収納されている。このスペーサ
は、コルゲートチューブ内での複合電線の振動を抑制する。このため、運搬時や敷設時に
おける複合電線の損傷を低減することができる。また、スペーサはコルゲートチューブ内
での複合電線の移動を制限する。このため、高周波電流供給電と接続先との接続部におけ
る断線を防止することができる。
【００２１】
　上記（８）の高周波電流供給電線によれば、複数本の高周波電流供給電線が一本化され
ているため、複数本の高周波電流供給電線を一度に設置することができる。
【００２２】
　上記（９）の高周波電流供給電線によれば、コイルの各端子に接続される一の電線と他
の電線の本数が等しいため、コルゲートチューブ内において、各電線から生じる磁界が互
いに打ち消し合って、渦電流によるコルゲートチューブの発熱を防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の高周波電流供給電線の断面図である。
【図２】本発明の高周波電流供給電線の製造工程の説明図である。
【図３】本発明の高周波電流供給電線の断面図である。
【図４】本発明の他の高周波電流供給電線の断面図である。
【図５】（ａ）は他の高周波電流供給電線の断面図、（ｂ）は更に他の高周波電流供給電
線の断面図、（ｃ）は更に他の高周波電流供給電線の断面図である。
【図６】本発明の高周波抵抗特定を示すグラフである。
【図７】実施例１の電線の構成の態様を示す断面模式図である。
【図８】実施例１の電線を用いた接続端子構造の態様の一例を示し、（ａ）は平面図、（
ｂ）は図２（ａ）のＡ－Ａ方向の断面図である。
【図９】浸食の深さとニッケルメッキ層の厚みとの関係を示すグラフである。
【図１０】実施例１の電線を用いた接続端子構造の他の態様の一例を示す平面図である。
【図１１】実施例１の電線を用いた接続端子構造のさらに他の態様の一例を示す平面図で
ある。
【図１２】実施例１の電線を用いた接続端子構造のさらに他の態様の一例を示す平面図で
ある。
【図１３】実施例１の電線を用いた接続端子構造形成方法を説明する説明図である。
【図１４】実施例２の高周波電流供給電線の断面図である。
【図１５】（ａ）実施例２に用いられる導体線の断面図、（ｂ）実施例２に用いられる導
体線束の断面図、（ｃ）実施例２に用いられる導体線束と中空導体管の断面図、（ｄ）実
施例２の電線の断面図、（ｅ）実施例２の電線の断面図、（ｆ）実施例２の電線の断面図
である。
【図１６】実施例２の導体線束を中空導体管に連続的に挿入する製法の説明図である。
【図１７】実施例２の電線の表皮効果軽減状況を示すグラフである。
【図１８】実施例２の他の高周波電流供給電線の断面図である。
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【図１９】（ａ）実施例２の他の高周波電流供給電線に用いられる導体の断面図、（ｂ）
実施例２の他の高周波電流供給電線に用いられる導体の断面図、（ｃ）実施例２の他の高
周波電流供給電線に用いられる導体と中空導体管の断面図、（ｄ）実施例２の他の高周波
電流供給電線に用いられる電線の断面図、（ｅ）実施例２の他の高周波電流供給電線に用
いられる電線の断面図である。
【図２０】実施例２の他の電線の表皮効果及び近接効果の軽減状況を示すグラフである。
【図２１】（ａ）実施例２の他の高周波電流供給電線の断面図、（ｂ）実施例２の他の高
周波電流供給電線に用いる電線の断面図である。
【図２２】（ａ）実施例２の他の高周波電流供給電線の断面図、（ｂ）実施例２の他の高
周波電流供給電線に用いられる導体線と中空導体管の断面図、（ｃ）実施例２の他の高周
波電流供給電線に用いられる電線の断面図である。
【図２３】（ａ）電磁遮蔽層が形成された実施例２の他の電線の断面図、（ｂ）電磁遮蔽
層が形成された実施例２の他の電線の断面図、（ｃ）電磁遮蔽層が形成された実施例２の
他の電線の断面図である。
【図２４】（ａ）接触部が形成された実施例２の他の電線の断面図、（ｂ）接触部が形成
された実施例２の他の電線の断面図である。
【図２５】（ａ）接触部が形成された実施例２の他の電線に用いられる導体線と中空導体
管の断面図、（ｂ）接触部が形成された実施例２の他の電線の断面図である。
【図２６】（ａ）実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｂ）実施例２の他の電
線の変形例を示した断面図、（ｃ）実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｄ）
実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｅ）実施例２の他の電線の変形例を示し
た断面図である。
【図２７】（ａ）実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｂ）実施例２の他の電
線の変形例を示した断面図、（ｃ）実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｄ）
実施例２の他の電線の変形例を示した断面図、（ｅ）実施例２の他の電線の変形例を示し
た断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下、図面に従って、本発明の高周波電流供給電線を説明する。
【００２５】
　本発明の高周波電流供給電線1は、図１に示すように、コルゲートチューブ13と、コル
ゲートチューブ13の内方に配置された複合電線10から構成される。
【００２６】
　コルゲートチューブ13は、複合電線10を包囲して保護するものであり、アルミニウム、
アルミニウム合金、銅、銅合金、ステンレス、又は鋼等の金属から成る管である。その管
の長さ方向には波型の屈曲部13a（図２）が形成されており、屈曲部13aは管の周囲を螺旋
状に形成される。コルゲートチューブ13の防食のために、樹脂やコールタール等から成る
防食層をコルゲートチューブ13の外周面に形成してもよい。ここで本発明のコルゲートチ
ューブ13の寸法は、例えば、板厚が0.3ｍｍ、外径が25.3ｍｍである。しかしながら、こ
の寸法に限られず、複合電線10やスペーサ15の寸法、配線条件等により適宜変更できるも
のとする。
【００２７】
　複合電線10は、コルゲートチューブ13の内方に配置されており、撚り合わされた複数の
電線20の外周を、テープ糸17、樹脂からなるシース材23の順に被覆して成るものである。
【００２８】
　電線20は、導体線束19と、この導体線束19の外周を被覆する樹脂からなるシース材21と
で構成されたものである。導体線束19は、表面を絶縁膜12により個別に被覆された複数の
導体線11を束ねて成る。導体線11は銅、又はアルミを主成分とする金属線であり、絶縁膜
12は、例えばエナメル皮膜が挙げられる。導体線束19としては、例えばエナメル銅線を使
用したリッツ線を用いることができる。電線20は、その先端部の絶縁膜12を除去して各導
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体線11を露出させることにより、接続相手端子と接続される。
【００２９】
　複合電線10とコルゲートチューブ13との間には所定の隙間14が形成されている。本願に
おいて隙間14とは、複合電線10の外周面とコルゲートチューブ13の内周面により囲まれて
形成され、コルゲートチューブ13の筒軸方向に連続して形成されているものをいう。図１
の高周波電流供給電線においては、例えば0.7ｍｍの隙間14が形成されている。隙間は0.7
ｍｍに限られず、複合電線10の外形寸法等に応じて適宜変更でき、限定されない。この複
合電線10は例えば4本の電線20から構成され、電線20は例えば22本の導体線11から構成さ
れている。複合電線10の外径は例えば20.1ｍｍ、電線20の外径は例えば4.3ｍｍである。
【００３０】
　複合電線10の内部には、各電線20の位置ずれを防止するために、複数のテープ糸17が詰
められている。テープ糸17は、テープ状に形成されたポリエチレン、ポリプロピレン等の
樹脂である。このテープ糸17は、束ねられた複数の電線20の外周に沿って縦添えされ、電
線20と共に撚り合わされることで、束ねられた電線20の外周を覆い、複合電線10の断面外
形を円形に整える。
【００３１】
　複合電線10は上記のものに限られない。例えば、電線20を撚り合わせることなく、ポリ
エチレン製の押えテープ16で束ねて複合電線10を構成してもよい。また、複合電線10の寸
法は、高周波電流供給電線1の接続相手の最大定格や、配線条件等により適宜変更できる
ものとする。また、電線20の本数は４本に限られず、適宜変更可能である。例えば、高周
波電流供給電線1の接続相手がコイルである場合、偶数本の電線20を用いることができる
。また、表皮効果の影響を抑制するために、導体線11の太さは、コイルに流す電流の周波
数における表皮深さの１／２以下であることが好ましい。
【００３２】
　本発明の高周波電流供給電線1はスペーサ15を備えてもよい。スペーサ15は、ポリエチ
レン等の樹脂製の紐状体である。スペーサ15は、複合電線10とコルゲートチューブ13との
隙間14にあって、コルゲートチューブ13の管の長さ方向に略直線状に伸びている。スペー
サ15は樹脂製に限られず、麻紐等を用いることもできる。
【００３３】
　本実施例の高周波電流供給電線1の製法を説明する。製造は次の（１）～（６）の順に
行う。
（１）絶縁膜12により個別に被覆された複数の導体線11、金属の帯状体13b、複数のテー
プ糸17、及びスペーサ15を準備する（図２参照）。
（２）複数の導体線11を一方向に送りながら、不図示の撚合わせ機により一定方向に回転
させて導体線束19を形成し、押出し成形により導体線束19をシース材21で被覆して電線20
を形成する。
（３）複数の電線20に複数のテープ糸17を縦添えし、これらを一方向に送りながら、不図
示の撚合わせ機により一定方向に回転させて撚り合わせて、押出し成形によりシース材16
で被覆して複合電線10を形成する。
（４）図２の左の方に示すように、複合電線10とスペーサ15を帯状体13bに縦添えし、こ
れらを一方向に送りながら、成形ローラ31で複合電線10とスペーサ15を被覆するように帯
状体13bを管状に曲成する。
（５）図２の中央に示すように、図２の管の合せ目を溶接機32により連続的に溶接し、溶
接検査装置33により溶接部分を検査する。
（６）図２の右の方に示すように、波付け器34により管に波付けしてコルゲートチューブ
13とし高周波電流供給電線1を形成する。
本実施例の製造方法は上記の態様に限られない。例えば、上記（４）の工程において、成
形ローラ31の代わりに自己潤滑性を有する樹脂製の板状体の型を用い、帯状体13bを管状
に曲成してもよい。
【００３４】
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　本発明の高周波電流供給電線1によれば、各電線20の導体線束19が、絶縁膜12によって
個別に被覆された複数の導体線11から構成されているため、導体線の表面積を広く確保で
き、表皮効果の影響が軽減される。
【００３５】
　また、複合電線10とコルゲートチューブ13との間に形成された隙間14は、高周波電流供
給電線1を屈曲する際に、複合電線10が受ける押圧力を逃がして複合電線10の変形を緩和
する。このため、複合電線10の変形による導体線の部分的な抵抗値の上昇を抑制し、発熱
を防止することができる。また、製造時において、溶接機32により管の合せ目を溶接する
ときに生ずる熱が複合電線10に直接伝わらないようにする効果も有する。
【００３６】
　さらに、隙間14に収納されたスペーサ15は、コルゲートチューブ13内での複合電線10の
振動を抑制する。このため、運搬時や敷設時における複合電線10の損傷を低減することが
できる。また、スペーサ15はコルゲートチューブ13内での複合電線10の移動を制限する。
このため、高周波電流供給電線1と接続相手との接続部における断線を防止することがで
きる。
【００３７】
　また、本発明の高周波電流供給電線1の製造方法によれば、導体線11、スペーサ15、テ
ープ糸17、及び帯状体13bの長さに制限がない。このため、長尺の高周波電流供給電線1を
連続的に製造することができる。また、複合電線10とコルゲートチューブ13との間に隙間
14が形成されるように曲成、及び波付け加工するため、複合電線10に損傷を与えることが
ない。
【００３８】
　本発明の高周波電流供給電線1は、例えば、コイルと電力装置とを接続する電線として
使用される。電力装置は高周波（30khz～100kHz）かつ大電流（30A～50A）の電力を発生
させ、出力するものである。複合電線10は、図３（ａ）に示すように、縦横に整列して配
置された4本の電線20a・20bが撚り合わされたものを使用する。電線20aと電線20bの本数
は等しく、電線20aはコイルの一方の接続端子に接続され、電線20bは他方の接続端子に接
続される。一の電線20aとこれと縦横に隣り合う他の電線20bの接続先端子が互いに異なる
ように、電線20a・20bが割り当てられる。この際、整列された電線20a・20bの位置を保持
するためにも、複数のテープ糸17を複合電線10内に詰めることが好ましい。電線20a・20b
を撚り合わせる際に、複数のテープ糸17を縦横に整列された電線20a・20bに縦添えして、
テープ糸17が電線20a・20bの外周を覆うように撚り合わされるため、複合電線10内の略中
心に電線20a・20bが配置される。電線20は4本に限られず、偶数本であればよい。例えば
図３（ｂ）に示すように6本の電線20a・20bを縦横に整列して配置してもよい。また、各
電線20a・20bを構成する導体線11の本数は等しい。
【００３９】
　この高周波電流供給電線１は、電線20aと電線20bの電流の向きが逆であり、かつ、一の
電線20aとこれと縦横に隣り合う他の電線20bが同数であるため、コルゲートチューブ13の
位置では、各電線20a・20bから生じる磁界が互いに打ち消され、渦電流によるコルゲート
チューブ13の発熱を防止することができる。
【００４０】
　本発明の高周波電流供給電線1は、スペーサ15を、複合電線10の外周に沿って、螺旋状
に巻き付けてもよい。この際、複合電線10の周りに隙間14を均等に形成するために、スペ
ーサ15は、少なくともコルゲートチューブ13の波付け間隔よりも広い巻き付け間隔で巻き
付けられる。これにより、高周波電流供給電線1をあらゆる方向に対して屈曲することが
できる。
【００４１】
　また、例えば、地中に複数本の高周波電流供給電線1を埋設する等、複数本の高周波電
流供給電線1の設置を容易にするために、図４に示すように、平行に並べられた２本の高
周波電流供給電線1を樹脂等の外層材18で被覆して、一体化したものであってもよい。尚
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、図面は簡略化して記載している。
【００４２】
　本発明の高周波電流供給電線1に用いる電線20の他の態様として、例えば図５（ａ）に
示す電線250であってもよい。この電線250は複数の導体線束19が撚り合わされて構成され
ている。この各導体線束19は絶縁膜12で個別に被覆された複数の導体線11が撚り合わされ
たものである。図５（ａ）において、導体線束19を７束使用しているが、これに限られず
、導体線束19の束数は適宜定められる。また、複数の導体線束19を撚り合わせず、単に束
ねて電線250を構成しても良い。また、図５（ａ）において、導体線束19は、樹脂製の薄
手のシース材254で被覆されているが、これに限られず、シース材254で被覆されない態様
であってもよい。
【００４３】
　また、この電線250の中心に配置された導体線束19に起因する近接効果を解消するため
、図５（ｂ）に示す電線251を用いても良い。この電線251は、複数の導体線束19が環状に
並べられたものである。これにより電線251の中心に、その線方向に連続して中空部253が
形成される。よって、電線251の中心部に近接効果が発生せず、高周波帯域における交流
抵抗の増加を抑制できる。このため、本発明の高周波電流供給電線を使用する装置におけ
る損失を低減することができる。
【００４４】
　さらに、複数の導体線束19を束ね易くするために、図５（ｃ）に示す電線252を用いて
も良い。この電線252は、複数の導体線束19を環状に並べて形成された中空部253（図５（
ｂ））を埋める非磁性の空間保持体255を設けたものである。空間保持体255は紐状、線状
又は柱状等であり、例えば、ポリエチレン等のプラスチック紐を用いることができる。
【００４５】
　図５に示された各高周波電流供給電線をコンパクトに形成するために、電線250,251,25
2を構成する各導体線束19が引抜加工され、導体線束19を構成する各導体線11どうしが一
本化したものであっても良い。ここで各導体線11どうしが一本化したものとは、導体線11
どうしの間に形成された隙間を埋めるように、各導体線11が変形され、導体線束19の断面
形状が円状又は多角形状に形成されたものである。また、電線252が引抜加工され、各導
体線束19どうし及び空間保持体255が一体化したものであってもよい。ここで、各導体線
束19どうし及び空間保持体255が一本化したものとは、導体線束19どうし及びこれらと空
間保持体255の間に形成された隙間を埋めるように各導体線束19及び空間保持体255が変形
され、電線252の断面形状が円状又は多角形状に形成されたものである。
【００４６】
　図６に、電線の高周波数における抵抗特性を示す。図６の横軸は周波数（Ｈｚ）を示し
、縦軸はＡＣ／ＤＣ抵抗比を示す。ＡＣ／ＤＣ抵抗比は、直流時の抵抗値に対する交流時
の抵抗値の比率を示したものである。
　図６中に二点鎖線で示すグラフＡは、断面の直径が０．１８ｍｍのエナメル銅線を１４
０本一括して撚り合わせて形成した導体線束19（リッツ線）から成る電線20（以下、電線
Ａという）の計測値を示す。
　図６中に破線で示すグラフＢは、断面の直径が０．１８ｍｍのエナメル銅線を２０本撚
り合わせて１つの導体線束19（リッツ線）を形成し、これを７束準備して、中心に配置し
た一の導体線束19の周りに他の導体線束19を配置して形成した電線250（以下、電線Ｂと
いう）の計測値を示す。
　図６中に実線で示すグラフＣは、断面の直径が０．１９ｍｍのエナメル銅線を２４本撚
り合わせて１つの導体線束19（リッツ線）を形成し、これを6本準備して、中心に配置し
たポリエチレン製のスペーサ255の周りに導体線束19を６束配置して形成した電線252（以
下、電線Ｃという）の計測値を示す。
【００４７】
　図６から分かるように、各電線は１０ｋＨｚまでは略１００％の抵抗比を有し、１０ｋ
Ｈｚを超えると、抵抗比が上昇し始める。
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　周波数が５０ｋＨｚの場合、電線Ａの抵抗比は１４５％、電線Ｂの抵抗比は１３６％ま
で上昇している。一方、電線Ｃの抵抗比は１０８％である。
　周波数が１００ｋＨｚの場合、電線Ａの抵抗比は１８９％、電線Ｂの抵抗比は１７１％
まで上昇している。一方、電線Ｃの抵抗比は１１９％である。
　周波数が２００ｋＨｚの場合、電線Ａの抵抗比は２５５％、電線Ｂの抵抗比は２２２％
まで上昇している。一方、電線Ｃの抵抗比は１５７％である。
　周波数が５００ｋＨｚの場合、電線Ａの抵抗比は４１４％、電線Ｂの抵抗比は４００％
まで上昇している。一方、電線Ｃの抵抗比は３３３％である。
【００４８】
　上記結果によれば、電線Ｃは高周波帯域における抵抗値の増加が最も低い。すなわち、
複数の導体線束19の中心（電線の中心）に非磁性のスペーサ255を設けると、電線の中心
部に生じる近接効果を抑制でき、電線の交流抵抗値の増加を最も低減できる。このことは
、電線の中心部に生じる近接効果を抑制できる電線251も同様の効果を有すると考えられ
る。
　次に、電線Ｂは電線Ａよりも高周波帯域における抵抗値の増加が低い。すなわち、複数
の導体線を一括して束ねて電線を形成するよりも、所定の本数毎に導体線を束ねて電線を
形成した方が交流抵抗値の増加を低減できる。
【００４９】
　次に、本発明のコルゲートチューブ13の電磁遮蔽能力を調べるために、コイル状の電流
プローブ（TEGAM93686-1）とスペクトラムアナライザー（hp 8563E）を用いて、高周波電
流供給電線1の周りに発生する電界強度を測定した。測定結果を次の表１に示す。なお、
発信機の出力電圧は、0.1V(0.2828Vpp)である。
【００５０】
【表１】

【００５１】
　上記結果によれば、アルミニウム製コルゲートチューブ13を有する高周波電流供給電線
1から生じる電界強度は、コルゲートチューブ13のない高周波電流供給電線1から生じる電
界強度（複合電線から生ずる電界強度）に比べて小さいものであった。このため、非磁性
体から成るコルゲートチューブ13であっても、電磁遮蔽能力を有するといえる。また、鉄
製コルゲートチューブ13を有する高周波電流供給電線1の電界強度が最も小さかった。こ
のことから鉄等の磁性体から成るコルゲートチューブ13の電磁遮蔽能力が最も高いといえ
る。よって、本発明の高周波電流供給電線1には、磁性体から成るコルゲートチューブ13
を用いるのが好ましい。
【実施例１】
【００５２】
　本発明の高周波電流供給電線の電線は図７に示すように、アルミ金属線102の表面に内
側から順に下地メッキ層104、銅メッキ層106、表層メッキ層108が設けられてなるアルミ
線110を導体とし、このアルミ線110の表面が絶縁膜により被覆されたアルミ電線であって
もよい。
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【００５３】
　用語「アルミ金属線」はアルミまたはアルミを主成分とする金属からなる金属線をいい
、用語「アルミ線」はこのアルミ金属線を主たる構成要素とする線をいうものとする。
【００５４】
　図８に示すように、絶縁膜で被覆されたアルミ線110からなる複数本の加撚集束された
導体線束112を、線束の外周を樹脂などからなるシース材で被覆してシース114を設けたも
のが本実施例のアルミ電線120の代表的な態様である。
【００５５】
　アルミ電線120は、その端末部122においてシース114及び絶縁膜を除去してアルミ線110
を露出させた端末部122の外周を、相手側端子と電気的に接続される接続部124を有するか
しめ部材126のかしめ部128で覆ってかしめ固定されてなる接続端子構造130を形成するこ
とにより、相手側端子と接続して好適に用いられる。
【００５６】
　一般に電線の腐食はこのシースでガードされるが、前述のように、接続端子部において
は電線の端部（導体）が露出するので、この露出端部が腐食しやすい。とくに従来のアル
ミ製電線においては、接続端子部の端面から腐食が進行する。あるいは、かしめ部材との
接触部における電気化学的反応に起因して腐食が発生する。
【００５７】
　さらには、アルミ線の露出端部を仮に被覆材で被覆したとしても、アルミ線がメッキ層
を備える場合は、下地メッキ層とその表層のメッキ層との間のイオン化傾向の違いによる
電気化学的反応により腐食が発生することがある。
【００５８】
　本実施例においては、図７の表層メッキ層108は、ＳｎまたはＳｎ系合金からなるメッ
キ層である。Ｓｎ系合金はＳｎを主成分とする合金である。Ｓｎ系合金としては例えばＳ
ｎ－Ａｇ－Ｃｕ合金、Ｓｎ－Ｃｕ合金、Ｓｎ－Ｉｎ合金が挙げられる。Ｓｎ－Ａｇ－Ｃｕ
合金としては例えばＳｎ－３Ａｇ－０．５Ｃｕが、Ｓｎ－Ｃｕ合金としては例えば９９．
３Ｓｎ－０．７Ｃｕが、Ｓｎ－Ｉｎ合金としては例えば９９Ｓｎ－１Ｉｎが挙げられる。
【００５９】
　下地メッキ層104（図７）は、イオン化傾向の順位がアルミと銅との中間にある金属か
らなるメッキ層であり、例えば、このような金属としてはニッケル、亜鉛、鉄、錫が例示
される。
【００６０】
　本願発明者らにより、本実施例のアルミ電線は後述のようにこのような腐食が生じにく
いことが見出された。
【００６１】
　本実施例のアルミ電線に用いるアルミ金属線102（図７）の線径は特に限定されず、例
えば、０．３～１ｍｍのものが好適に用いられる。
【００６２】
　下地メッキ層104（図７）は電気メッキにより形成される。アルミ金属線102の径がｄ（
ｍｍ）のとき、下地メッキ層104の厚みは０．２μｍ～４．０ｄ（μｍ）であることが好
ましい。この厚みがこの範囲を下回ると、接続端子部における耐腐食性が低下する。厚み
がこの範囲を上回ると、アルミ線の可撓性が損なわれる。例えば、アルミ金属線102の径
が０．４ｍｍの場合、下地メッキ層104の厚みは０．２～１．６μｍであることが好まし
い。
【００６３】
　銅メッキ層106は電気メッキにより形成され、厚みは４～７μｍであることが好ましい
。
【００６４】
　表層メッキ層108は熔融メッキ法により形成され、厚みは０．５～１．５μｍであるこ
とが好ましい。
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【００６５】
　本実施例のアルミ電線の効果を以下の実験例で示す。
【００６６】
実験例
　表２に示す６種類のアルミ線につき、１１Ｐの電線を作成し、端部の絶縁膜を除去し、
その周面を銅板で筒状に巻きまわしてかしめて固定したものを腐食テスト用試料とした。
【００６７】
　アルミ線の原料素材としては、１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、下地メッキ層104
としてニッケルを電気メッキし、その上に銅を電気メッキしたのち、常法によりアルミ金
属線の径が０．４ｍｍになるように伸線し、次いで試料番号Ｌ－４～６の試料につき表層
メッキ層108としてＳｎ－３Ａｇ－０．５Ｃｕを常法により熔融メッキした。
【００６８】
　この試料を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち縦割して腐食状態を観
察した。腐食は端面から進行しており、腐食した部分は空洞になっている。当初の端面か
ら残留のアルミ電線の端面までの距離、すなわち浸食の深さを測定した。
　表２に試料の内容と浸食の深さを示す。
【００６９】
【表２】

【００７０】
　図９に、表２の結果に基づく、浸食の深さとニッケルメッキ層の厚みとの関係を示す。
【００７１】
　表２、図９より、ニッケルメッキ層の厚みが０．２μｍ以上であれば良好な耐腐食性能
が得られることがわかる。また、最外層としてＳｎ－３Ａｇ－０．５Ｃｕメッキ層が形成
されていないものは、ニッケルメッキ層の厚みが０．２μｍ以上であっても耐腐食性能が
劣ることがわかる。
【００７２】
　本実施例のアルミ電線を用いた接続端子構造130は、さらに、図１０に示すように、導
体線束112の端末部122の端面132が金属または樹脂からなる被覆材134により被覆された構
造であることが腐食を防ぐうえで好ましい。
【００７３】
　被覆材134は、端面132のみならず端面132近傍の絶縁膜が除去された導体線束112の周面
を被覆するように設けられてもよい。被覆材134が図１１に示すように端面132と端面132
近傍の絶縁膜が除去された導体線束112の周面137および、かしめ部128の端面132近傍の部
分の表面135を被覆するように設けられてもよい。
【００７４】
　あるいは、図１０、図１１の場合に比べて製造工程に時間を要するが、図１２に示すよ
うに、被覆材134は、端面132、電線の端部に露出して絶縁膜が除去された導体線束112の
周面全体、および、かしめ部128全体を被覆するように設けられてもよい。
【００７５】
　被覆材134を樹脂で形成する場合、例えば、２液混合型のエポキシ樹脂を端面132等に塗
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布して硬化させるなどの方法が用いられる。あるいは、紫外線硬化型の樹脂（アクリル系
など）を端面132等に塗布して紫外線照射で硬化させるなどの方法が用いられる。
【００７６】
　被覆材134が金属からなる場合、この金属からなる被覆材134ははんだ材を用いて端面13
2等を覆うように半田付けすることにより容易に形成することができる。このはんだ材が
、表層メッキ層に対する濡れ性が良好なはんだ材、例えば表層メッキ層がＳｎ－Ａｇ－Ｃ
ｕ系合金のメッキ層であるとすると、このＳｎ－Ａｇ－Ｃｕ系合金のメッキ層に用いられ
ているはんだ材と同様なはんだ材を用いる場合は、半田付け工程において熔融したはんだ
材が、互いに隣接のアルミ線110の間の隙間に容易に入り込んで隙間を充填するので、被
覆材134が端面132に確実に固着される。また、この充填により耐腐食性が向上する。
【００７７】
　はんだ材を用いて端面132を覆うように半田付けする態様の一例としては、
アルミ電線を構成するアルミ線110の導体線束112の端末部122を電気的に接続される接続
部124を備えるかしめ部材126により端末部122の外周を覆ってかしめ固定する工程（図８
参照）、
絶縁膜が除去された導体線束112の端末部122の端面132に糸半田140の先端部142を近接さ
せる工程（図１３参照）、
カソード電極装置144を用いて、カソード電極からアルゴン等の不活性ガスのプラズマフ
レーム133を発生させ、糸半田140の先端部142をアノード電極として先端部142を加熱蒸発
させその金属蒸気を端面132に接触させて冷却することにより、端面132が糸半田140のは
んだ材で被覆されるように半田付けする、プラズマアーク法による半田付けの工程（図１
３参照）
を含むアルミ電線の接続端子構造形成方法が挙げられる。
【００７８】
　はんだ材を用いて端面132を覆うように半田付けする態様の他の一例としては、
アルミ電線を構成するアルミ線110の導体線束112の端末部122を電気的に接続される接続
部124を備えるかしめ部材126により端末部122の外周を覆ってかしめ固定する工程（図８
参照）、
導体線束112の端末部122の端面132に糸半田140の先端部142を近接させる工程、
糸半田140と導体線束112との間に電圧を印加してアーク放電させるとともに糸半田140の
先端部142にＹＡＧレーザー等のレーザー光を照射して先端部142を加熱蒸発させその金属
蒸気を端面132に接触させて冷却することにより、端面132が糸半田140のはんだ材で被覆
されるように半田付けするレーザーアーク法による半田付けの工程
を含むアルミ電線の接続端子構造形成方法が挙げられる。
【００７９】
　この方法は、短時間で効率的に被覆材134を端面132に確実に固着させることができ、被
覆材134の被覆操作の自動化を可能にする。
【００８０】
実験例１
【００８１】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、ニッケル、銅をこの順
で常法により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。
伸線後のニッケルメッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった
。次いでＳｎ－３Ａｇ－０．５Ｃｕを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線
を得た。このアルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかし
めて固定して接続端子構造を形成した。
【００８２】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち縦割し
て腐食状態を観察した。腐食は端面から進行しており、腐食した部分は空洞になっている
。当初の端面から残留のアルミ電線の端面までの距離、すなわち浸食の深さを測定したと
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ころ、０．５ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続端子構造を得た。
【００８３】
比較例１
【００８４】
　実験例１で用いたと同様のアルミ金属線を用い、ニッケル、銅をこの順で常法により電
気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線しアルミ線を得た。伸
線後のニッケルメッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった。
このアルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定
して接続端子構造を形成した。
【００８５】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、３．５ｍｍであり耐腐食性は不良であった
。
【００８６】
実験例２
【００８７】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、亜鉛、銅をこの順で常
法により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。伸線
後の亜鉛メッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった。次いで
Ｓｎ－３Ａｇ－０．５Ｃｕを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線を得た。
このアルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定
して接続端子構造を形成した。
【００８８】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．６ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【００８９】
実験例３
【００９０】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、鉄、銅をこの順で常法
により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。伸線後
の鉄メッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった。次いでＳｎ
－３Ａｇ－０．５Ｃｕを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線を得た。この
アルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定して
接続端子構造を形成した。
【００９１】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．６ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【００９２】
実験例４
【００９３】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、錫、銅をこの順で常法
により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。伸線後
の錫メッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった。次いでＳｎ
－３Ａｇ－０．５Ｃｕを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線を得た。この
アルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定して
接続端子構造を形成した。
【００９４】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
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１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．６ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【００９５】
実験例５
【００９６】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、ニッケル、銅をこの順
で常法により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。
伸線後のニッケルメッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった
。次いで錫を常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線を得た。このアルミ線か
ら１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定して接続端子構
造を形成した。
【００９７】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．６ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【００９８】
実験例５
【００９９】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、ニッケル、銅をこの順
で常法により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。
伸線後のニッケルメッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった
。次いで９９．３Ｓｎ－０．７Ｃｕを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線
を得た。このアルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかし
めて固定して接続端子構造を形成した。
【０１００】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．７ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【０１０１】
実験例６
【０１０２】
　アルミ線の原料素材として１．４ｍｍ径のアルミ金属線を用い、ニッケル、銅をこの順
で常法により電気メッキしたのちアルミ金属線の径が０．４ｍｍになるように伸線した。
伸線後のニッケルメッキ層の厚みは０．３μｍ、銅メッキ層の厚みは５．７μｍであった
。次いで９９Ｓｎ－１Ｉｎを常法により厚み０．２μｍで熔融メッキしアルミ線を得た。
このアルミ線から１１Ｐの電線を作成し、端部の周面を銅性のかしめ部材でかしめて固定
して接続端子構造を形成した。
【０１０３】
　この接続端子構造の部分を濃度５重量％の食塩水に常温で９６時間浸漬したのち実験例
１と同様にして浸食の深さを測定したところ、０．７ｍｍであり、良好な耐腐食性の接続
端子構造を得た。
【実施例２】
【０１０４】
　本発明の高周波電流供給電線は、図１４に示すように、複数の電線200aを備えた高周波
電流供給電線40であってもよい。電線200aは、複数の導体線11が中空導体管内201に収納
され、導体線11どうしおよび中空導体管201が絶縁膜12を介して一体化したものである。
【０１０５】
　中空導体管201は、図１５に示すように、導電性を有する銅管であり、導体線束19を収
納するものである。図１５（ｃ）における一体化前の中空導体管201の寸法は、例えば、
内径が3.2ｍｍ、外径が4ｍｍ、肉厚が0.4ｍｍである。図１５（ｄ）における一体化後の
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中空導体管201の断面外形は、代表的には円形である。その寸法は、例えば、内径が1.7ｍ
ｍ、外径が2.5ｍｍ、肉厚は0.4ｍｍである。一体化後の中空導体管201の断面外形は、複
合電線10の縮小化を図るため、矩形や六角形等であってもよい。「円」には、実用的に差
し支えない範囲のゆがみをもった円も含まれる。「矩形」には、角が面取りされた矩形、
角が丸みを帯びた矩形も含まれる。「正六角形」には、角が面取りされた正六角形、角が
丸みを帯びた正六角形も含まれる。中空導体管201の肉厚は場所により異なっていてもよ
い。ここで、中空導体管201の肉厚は、最小の場所で使用周波数での表皮深さより小さい
ことが望ましい。その場合、電流は中空導体管201の断面全体を流れるため、表皮効果に
よる電流密度低下が生じない。肉厚は0.4ｍｍに限られず、導体線11の寸法および中空導
体管201の材質等により、適宜設計可能である。また、図１５（ｆ）に示すように中空導
体管201の外周に絶縁膜202を被覆してもよい。
【０１０６】
　導体線束19は、図１５（ｂ）に示すように、表面を絶縁膜12で被覆された複数の導体線
11から構成されている。導体線11は、代表的には、銅線である。一体化前の導体線11の直
径は、例えば、0.5ｍｍである。一体化後の導体線11の断面は矩形であり、絶縁膜12によ
って互いに区分けされている。ここで、導体線11の短径とは、導体線11の断面形状が多角
形の場合、最小の辺長をいう。導体線11の短径は、使用周波数での表皮深さの２倍より小
さいことが望ましい。その場合、電流は導体線11の断面全体を流れるため、表皮効果によ
る電流密度低下が生じない。導体線11の断面形状、断面積、材質が全て同一である必要は
ない。
【０１０７】
　中空導体管201及び導体線11の材質は、電気伝導度、加工性、コスト、耐久性などを考
慮すると、銅、銅合金、アルミニウム、アルミニウム合金のいずれか、あるいはそれらの
組合せが望ましい。なお、「銅」には、微量の添加成分を有する銅も含まれる。「アルミ
ニウム」には、微量の添加成分を有するアルミニウムも含まれる。導体線11の材質と中空
導体管201の材質は異なっていてもよい。
【０１０８】
　絶縁膜12は各導体線11を被覆するものであり、代表的には、ポリエステル、ポリアミド
イミドなどからなる単層膜、あるいは多層膜である。膜厚は、例えば３０μｍであるが、
絶縁が確保されれば、一定でなくてもよい。
【０１０９】
　電線200aの製法は以下の通りである。製造は、次の（１）～（４）の順に行う。
（１）図１５（ａ）に示すように、本実施例の電線の材料となる絶縁被膜された導体線11
を準備する。
（２）図１５（ｂ）に示すように、導体線11を９本撚って導体線束19を形成する。（導体
線11を撚らずに平行に並べて導体線束19を形成してもよい）。
（３）図１５（ｃ）に示すように、導体線束19を中空導体管201に挿入する。
（４）密着性を高めるため、引抜加工により、中空導体管201の内周を導体線束19の外周
に密着させて絞り、導体線11、絶縁膜12、中空導体管201を一体化して、図１５（ｄ）又
は図１５（ｅ）に示す電線200a・200bを形成する。この際、絶縁膜12に亀裂が生じないよ
うに注意する。図１５（ｄ）は断面外形が円形に形成された電線200aである。図１５（ｅ
）は断面外形が矩形に形成された電線200bである。
（５）さらに、図１５（ｆ）に示すように中空導体管201の外周に絶縁膜202を被覆しても
よい。
【０１１０】
　図１６は、導体線束19を中空導体管201に連続的に挿入する製造方法の一例である。工
程は図１６の右から左へ向かって進む。図１６の右の方は、複数の導体線11からなる導体
線束19を、テープ状導体201a（例えば薄い銅板）に載せる工程を示す。図１６の中央は、
テープ状導体201aを丸めて長手端面201bを接合し、中空導体管201を作製する工程を示す
。この工程で中空導体管201内に導体線束19を収納する。図の左の方は、中空導体管201に
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挿入された導体線束19を示す。
【０１１１】
　図１７に、電線200bの表皮効果軽減状況を示す。図１７の横軸は電流の周波数、左縦軸
は表皮深さ、右縦軸は相対的電流密度である。図１７の右縦軸の相対的電流密度は、直流
の場合を１００％として表示されている。図１７は、断面が３．２ｍｍ×１．７ｍｍの長
方形の銅製コイル線（単線）をモデルとした計算値と、断面外形が矩形の電線200bをモデ
ルとした計算値である。電線200bの断面寸法は横３．２ｍｍ×縦１．７ｍｍの長方形であ
る。銅製コイル線（単線）の計算値はrelative current density(single wire)と称する
グラフであり、電線200bの計算値はrelative current density(multi wires)と称するグ
ラフである。
【０１１２】
　図１７から分かるように、銅製コイル線（単線）の場合、電流の周波数が約４ｋＨｚを
越えると、相対的電流密度は低下していく。電流の周波数が約３０ｋＨｚで、相対的電流
密度は５０％になり、電流の周波数が約２００ｋＨｚで、相対的電流密度は２０％になる
。
【０１１３】
一方電線200bの場合、電流の周波数が約２０ｋＨｚまで、相対的電流密度が低下しない。
電流の周波数が約２０ｋＨｚを越えると、相対的電流密度は低下していくが、約１００Ｍ
Ｈｚまで、銅製コイル線（単線）より常に相対的電流密度が高い。従って、約４ｋＨｚか
ら約１００ＭＨｚの間、電線200bを使用することにより、銅製コイル線（単線）に比べて
表皮効果を軽減することができる。このため電線200bは、約４ｋＨｚから約１００ＭＨｚ
の間で、従来の長方形のコイル線（単線）より高い電流密度で使用することができ、有利
である。
【０１１４】
　本実施例の高周波電流供給電線40は、一体化した電線の各導体線11が互いに絶縁膜12に
より仕切られており、断面が矩形である各導体線11の短径が表皮深さの2倍より小さい。
よって、表皮深さの影響が軽減される。また、図１５（ｅ）に示す電線200bは断面が矩形
であるため、複数の電線200bから成る複合電線を隙間なく形成でき、高周波電流供給電線
1の外形を縮小化できる。
【０１１５】
　本実施例の製法によれば、中空導体管201および導体線11の長さに制限がないため、長
尺の中空導体管201に挿入された導体線束19を連続的に作製することができる。
【０１１６】
　本実施例のさらに他の態様としては、図１８に示すように、電線210aを備えた高周波電
流供給電線50であってもよい。電線210aは、帯状の導体203がその幅方向に折り重ねられ
て、中空導体管201内に収納され、導体203aと中空導体管201が絶縁膜12を介して一体化し
たものである。この電線210aの断面外形は矩形であり、その寸法は、高さ2ｍｍ×幅3ｍｍ
である。
【０１１７】
　導体203は、図１９（ａ）に示すように帯状であり、図１９（ｂ）に示すようにその幅
方向に折り重ねられて、断面が略Ｓ字状の折り重ね導体203aが形成される。導体203の短
径（厚み）は、０．６ｍｍである。しかし、短径はこれに限られず、使用周波数での表皮
深さの２倍より薄ければよい。導体203の材質は、代表的には銅である。しかし、材質は
電気伝導度等を考慮して他の材質を適宜選択できる。また導体203は、絶縁膜12により被
覆されている。導体203が絶縁膜12とともに折り重ねられることにより、折り重ね部211に
は絶縁膜12が介在する。折り重ね形状はＳ字状に限られず、Ｗ字状、コの字状等であって
もよい。
【０１１８】
　電線210aの製法を、図１９に従って説明する。製造は、次の（１）～（４）の順に行う
。
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（１）図１９（ａ）に示すように、絶縁膜12に被覆された帯状の導体203を準備する。
（２）次に、帯状の導体203を絶縁膜12とともにその幅方向に折り重ねて、図１９（ｂ）
に示された断面が略Ｓ字状の折り重ね導体203aを形成する。
（３）図１９（ｃ）に示すように、折り重ね導体203aを中空導体管201に挿入する。
（４）引抜加工により、中空導体管201を折り重ね導体203aの外形に密着するように絞り
、中空導体管201、折り重ね導体203a、および絶縁膜12を一体化して、図１９（ｄ）に示
す電線210aを形成する。
　図１９（ｅ）に示すように、中空導体管201の外周面をさらに絶縁膜202で被覆してもよ
い。
【０１１９】
　図１９（ｄ）に示すように、一体化された中空導体管201の断面外形は矩形である。そ
の断面寸法は、例えば高さ２ｍｍ×幅３ｍｍである。折り重ねた導体203aは絶縁膜12を介
して中空導体管201と一体化されている。折り重ねた導体203aの折り重ね部211には絶縁膜
12が介在している。
【０１２０】
　この電線の表皮効果及び近接効果の軽減状況を図２０に示す。横軸は電流の周波数、縦
軸は相対的電流密度である。相対的電流密度は直流の場合を１００％として表示される。
グラフＡは、断面寸法が高さ２ｍｍ×幅３ｍｍの長方形である従来の銅性コイル線をモデ
ルとした計算値である。グラフＢは、帯状の導体203がその幅方向に略Ｗ字状に折り重ね
られて、中空導体管201内に収納され、導体と中空導体管201が絶縁膜12を介して一体化し
た電線をモデルとした計算値である。
【０１２１】
　従来の銅性コイル線の場合、周波数が４ｋＨｚより高くなると、相対的電流密度は低下
し始める。周波数が６ｋＨｚでは相対的電流密度は９０％、周波数が８０ｋＨｚでは相対
的電流密度は３５％、周波数が１ＭＨｚでは相対的電流密度は１０％まで減少する。
【０１２２】
　本実施例の電線の場合、周波数が８０ｋＨｚまでの相対的電流密度は９０％であり、こ
れより周波数が高くなると、相対的電流密度が低下し始める。周波数が１ＭＨｚでは相対
的電流密度は３０％になる。
【０１２３】
　この結果から、本実施例の電線は、約６ｋＨｚ以上の周波数において、従来の銅性コイ
ルに比べて表皮効果および近接効果を軽減している。よって本実施例の電線は、高周波電
流であっても、高い電流密度で流すことができ有利である。さらに、本実施例の電線は、
周波数が８０ｋＨｚまでは、一定の電流密度を維持することができる。よって、広い周波
数帯域で使用可能である。
【０１２４】
　高周波電流供給電線50の電線210aは、一の導体203aから成るため、近接効果が生じない
。また、折り重ね部211には絶縁膜12が介在するので、導体203aの表面積を広く維持でき
、表皮効果による影響を抑制できる。よって、導体203a内の電流密度の低下を抑制できる
ので、高い電流密度で電流を流すことができる。
【０１２５】
　電線210aを使用する高周波電流供給電線50をコイルに接続した場合、導体203aの短径が
、供給周波数における表皮深さの2倍より小さければ、表皮効果の影響を受けない。よっ
て、電線210a内の電流密度を均一に維持することができる。
【０１２６】
　本実施例のさらに他の態様としては、図２１に示すように、電線220aを備えた高周波電
流供給電線60であってもよい。電線220aは、複数枚の帯状の導体203が積層されて、中空
導体管201内に収納され、導体203と中空導体管201が絶縁膜12を介して一体化したもので
ある。この電線220aの断面外形は矩形であり、その寸法は、高さ2ｍｍ×幅3ｍｍである。
【０１２７】
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　導体203は帯状である。その厚みは0.6ｍｍであるが、これに限定されず、使用周波数の
表皮深さの2倍より薄ければよい。また導体203は、絶縁膜12により被覆されている。図２
１（ｂ）に示すように、複数枚の導体203が積層されて束ねられ、各導体203間には絶縁膜
12が介在する。
【０１２８】
　この電線220aは次のように形成される。先ず、絶縁膜12に被覆された帯状の導体203が
複数枚準備される。次に、複数枚の導体203が積層される。次に、積層された導体203が中
空導体管201に挿入される。次に、引抜加工により、積層された導体203と中空導体管201
が絶縁膜12を介して一体化される。
【０１２９】
　高周波電流供給電線60の電線220aは、絶縁膜12で被覆された導体203を複数枚積層して
成るため、導体の総面積を広く確保できる。よって表皮効果による電流密度の低下を軽減
することができる。
【０１３０】
　本実施例のさらに他の態様としては、図２２（ａ）に示すように、電線230aを備えた高
周波電流供給電線70であってもよい。電線230aは、図２２（ｃ）に示すように、複数の導
体線11を束ねて成る導体線束231が、中空導体管201内に収納され、導体線11と中空導体管
201が絶縁膜12を介して一体化したものである。この電線230aの断面外形は矩形である。
【０１３１】
　導体線束231は、図２２（ｂ）に示すように、束ねられた複数の導体線11の外周を絶縁
膜12により被覆されたものである。導体線11は、代表的には、銅線である。直径は0.5ｍ
ｍであるが、これに限定されず、電流の周波数における表皮深さの2倍より細ければよい
。材質は電気伝導度等を考慮して他の材質を適宜選択できる。導体線11の芯数は特に限定
されず、適宜選択可能である。
【０１３２】
　この電線220aは次のように形成される。先ず、導体線11が複数本準備される。次に、こ
れら複数の導体線11が撚って束ねられる。次に、束ねた導体線11が絶縁膜12で被覆されて
導体線束231が形成される。次に、導体線束231が筒状の中空導体管201に挿入されて、引
抜加工により、導体線束231と中空導体管201とが一体化される。これにより図２２（ｃ）
に示された一体化された矩形の電線230aが形成される。複数の導体線11は、撚ることなく
、平行に並べて束ねられてもよい。
【０１３３】
　一体化された電線230aの断面寸法は、例えば、高さが2ｍｍ、幅が3ｍｍである。図２２
（ｃ）中の破線は、引抜加工により、多角形に変形された各導体線11の断面外形を示すも
のであり、その短径は、0.5ｍｍ以下である。また、一体化後の導体線束19bと中空導体管
201との間には絶縁膜12が介在している。さらに、各導体線11の間に入り込んだ絶縁膜13
が、電線230aの内部に向かって延出している。
【０１３４】
　高周波電流供給電線70の電線230aは、束ねられた複数の導体線11が、互いに導通してお
り、電気的に一体の導体を形成する。よって、各導体線11間において近接効果が生じない
。さらに、短径が供給周波数における表皮深さの2倍より小さい場合、表皮効果の影響を
受けない。よって電線230a内の電流密度を均一に維持することができる。
【０１３５】
　本実施例の電線の他の態様としては、図２３に示すように、電線内に電磁遮蔽層204が
形成されたものであってもよい。電磁遮蔽層204は、隣接する電線間で生じる電気的な相
互干渉を抑制するものである。その材料としては、例えば金属箔テープを用いることがで
きる。電磁遮蔽層204は、例えば図２３に示すように形成される。
　図２３（ａ）は、絶縁膜12とともに折り重ねられた導体203aの外周に、内側から電磁遮
蔽層204、絶縁層12がこの順に積層された電線210bである。電磁遮蔽層204は、折り重ねた
導体203aの外周を金属箔テープで被覆して形成される。他には、帯状の導体203を金属箔
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テープで被覆して、導体203と金属箔テープを共に折り重ねて形成してもよい。電磁遮蔽
層204により、複合電線内において隣接する電線210b間に生じる近接効果を抑制すること
ができる。
　図２３（ｂ）は、絶縁膜12で被覆された導体203が、電磁遮蔽層204を介して積層された
電線220bである。電磁遮蔽層204により、各導体203間、及び複合電線内において隣接する
電線220b間に生じる近接効果の影響を低減することができる。
　図２３（ｃ）は、導体線束231の外周に、電磁遮蔽層204、絶縁層12がこの順に積層され
た電線230bである。この電磁遮蔽層204は、導体線束231の外周を金属箔テープで被覆する
ことで形成される。電磁遮蔽層204により、複合電線内において隣接する電線230b間に生
じる近接効果を抑制することができる。
【０１３６】
　本実施例の電線のさらに他の態様としては、図２４及び図２５に示すように、中空導体
管201の内周面に面した導体の一部が、絶縁膜12で被覆されておらず、中空導体管201の内
周面と接触する接触部205を形成してもよい。接触部205では、導体の一部が、中空導体管
201の内周面に対して露出している。
【０１３７】
　図２４（ａ）の電線210cは、略S字状に折り重ねられた導体203aの一の面（上面）を被
覆する絶縁膜12が、導体203aの長さ方向に沿って剥離されて、中空導体管201の内周面に
面する接触部205が形成されている。この電線210cは、導体203aが、接触部205を通じて中
空導体管201と導通している。また、この電線210cは、不図示のシース材で被覆される。
　図２４（ｂ）の電線220cは、積層された導体203の側面を被覆する絶縁膜12が導体203の
長さ方向に沿って剥離されて、中空導体管201の内周面に面する接触部205が形成されてい
る。この電線220cは、導体203が、接触部205を通じて中空導体管201と導通し、また各導
体203が接触部205及び中空導体管201を通じて互いに導通している。また、この電線220c
は、不図示のシース材で被覆される。
【０１３８】
　図２５の電線240は、同図（ａ）に示すように、個別に絶縁膜12に被覆された2本の導体
線11が束ねられて導体線束241が形成されている。各導体線11を被覆する絶縁膜12の一部
が線方向に沿って剥離されることにより、接触部205が形成されている。この接触部205は
中空導体管201の内周面に面している。同図（ｂ）に示すように、この導体線束241と中空
導体管201が、引抜加工により一体化された電線240が形成される。この電線240は、導体
線11が接触部205を通じて中空導体管201と導通し、各導体線11が接触部205及び中空導体
管201を通じて互いに導通している。また、この電線240は、不図示のシース材で被覆され
る。
【０１３９】
　接触部205の形成方法は、剥離に限られない。例えば絶縁膜12を形成する際、導体203又
は導体線11の一部をテープ等で覆うことにより、導体203又は導体線11の一部に絶縁膜12
を形成させないようにして接触部205を形成してもよい。また、接触部205の形成位置は、
上記に限られるものでなく、任意の位置に形成可能であり、複数個所に形成しても良い。
【０１４０】
　接続部205が形成された電線は、接触部205を通じて導体203又は導体線11が中空導体管2
01と接することにより、導体203又は導体線11が中空導体管201とが電気的に一体の導体と
なる。このため、導体203又は導体線11と中空導体管201との間に生じる近接効果を防止す
ることができる。
【０１４１】
　本実施例の高周波電流供給電線の他の態様としては、引抜加工により、図２６に示すよ
うに電線の断面外形が六角形であってもよく、図２７に示すように電線の断面外形が円形
であってもよい。
　図２６及び図２７において、（ａ）の電線は上記電線210aの変形例である。略S字状の
導体203aが中空導体管201と一体化している。
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　図２６及び図２７において、（ｂ）の電線は、絶縁膜12により被覆された帯状の導体20
3が、略W字状に折り重ねられて、中空導体管201と一体化している。
　図２６及び図２７において、（ｃ）の電線は上記電線220aの変形例である。複数枚の導
体203が、積層されて、中空導体管201と一体化している。
　図２６及び図２７において、（ｄ）の電線は上記電線230aの変形例である。束ねられた
複数の導体線11が、その外周面を絶縁膜12で被覆されて、中空導体管201と一体化してい
る。
　図２６及び図２７において、（ｅ）の電線は上記電線240の変形例である。各導体線11
を被覆する絶縁膜12の一部が、その線方向に沿って剥離されて、中空導体管201と一体化
している。
【０１４２】
　以上、本発明の高周波電流供給電線について説明したが、本発明はその趣旨を逸脱しな
い範囲で、当業者の知識に基づき種々の改良、修正、変形を加えた態様で実施し得るもの
であり、これらの態様はいずれも本発明の範囲に属するものである。
【符号の説明】
【０１４３】
1…高周波電流供給電線、10…複合電線、11・100…導体線、12…絶縁膜、13…コルゲート
チューブ、14…隙間、15…スペーサ、16…押えテープ、17…テープ糸、18…外層材、19…
導体線束、20・200a・200b・210a・220a・230a・240…電線、21…シース材、201…中空導
体管、203…導体、204…電磁遮蔽層、205…接触部
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